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はじめに
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電機・電子４団体生物多様性ＷＧでは、
企業の従業員が生物多様性保全に関する知識を深め、

生物多様性に配慮した事業活動を進めることに
役立てるための教材をとりまとめました。

生物多様性に関して、
これから関心を高めていこうと考えている企業が

従業員向けの導入トレーニングの教材としてご活用下さい。

ツールの活用方法例
・シチュエーションごとに要素を抜き出して使用する。
・社内外のプレゼン資料として活用する。
・環境担当者に向けて具体的に何が出来るかを説明する。
・地域でのイベント資料に使用する。

LSB：Let’s Study 生物多様性！
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本ファイルは社内活用、および貴社が関連するイベントなどへの
活用を前提として、電機・電子4団体生物多様性WGが提供する
ものです。

したがって、このファイルをインターネット上などで外部に公開
することを禁止します。

なお、本ファイルに使用されている図や表などを転用する際には、
引用元が明記してある場合は、引用元にご確認下さい。
それ以外の場合は、「引用：電機・電子4団体 生物多様性WG
LSB」と記載の上、ご活用下さい。

活用にあたっての注意事項



企業と生物多様性の関わり
事業活動と生物多様性の関わり
事業活動が生物多様性に与える影響例
生物多様性に関わるリスク
生物多様性リスクへの対応
生物多様性リスクの回避事例
生物多様性に関わるビジネスチャンス
生物多様性保全活動における配慮すべきポイント
事業活動に期待される今後の取組み

目次
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生物多様性とは
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生物多様性とは

● 地球に生命が誕生して40億年を経て，現在の生命の多様さが生まれた。

● 「食物連鎖」に代表されるように、地球上には多種多様な生物の繋がりがあり、
緊密なバランスを保ちながら維持されている。

● 生物多様性は、地球上の生命の豊かさをあらわす１つの指標であると同時に、
我々人間に対して様々な恩恵をもたらしてくれるものである。

生物多様性とは、
生きものたちの
豊かな個性と
つながりのこと
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生物多様性とは

生態系の多様性

森林、里山、河川、湿原、
サンゴ礁等

いろいろなタイプの自然がある

環境と開発に関する国際連合会議（リオデジャネイロで1992年に開催）で採用された、生物多様性条約における“生物多様性”の定義
：すべての生物の間の変異性をいうものとし、種内の多様性、種間の多様性及び生態系の多様性を含む

種の多様性

動植物から細菌など
微生物まで

いろいろな生きものがいる

遺伝子の多様性

同じ種でも
異なる遺伝子を持つことにより、

形や生態などに個性がある

引用：環境省生物多様性ウェブサイト

●すべての生命はひとつひとつに個性があり、直接的・間接的に支えあって
生きている。

●生物多様性には、3つのレベルで多様性がある。
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3つのレベルの多様性のつながり

生
態
系
の
多
様
性

種
の
多
様
性

遺
伝
子
の
多
様
性

ある生態系（たとえば里山）の中にも、様々な種類の生き物（種）が・・・

同じナミテントウでも、様々な個性が・・・

7
写真提供：三木 昇



生物多様性の恵みに支えられた私たちの暮らし

豊かな土地が
おいしい野菜を
つくる

虫たちが
野菜の受粉を
媒介

きれいな水は
緑や土の
おかげ

鳥たちが
病害虫の
大量発生を
防止

レクリエーション
の場を提供

紙や木材は
自然の恵み

鎮守の森で
リラックス

緑や水辺が
快適な気候を
つくる

作成協力：エコアセットTM・コンソーシアム
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生態系サービス生物多様性の恵み：

供給サービス

食料、燃料、木材、繊維、水、
薬品等生活に重要な資源を

供給するサービス

調整サービス

森林による自然災害の抑制、
空気や水の浄化等、

環境を制御するサービス

文化的サービス

癒しなど精神的な充足、
美的・文化的な楽しみ等を

与えるサービス

基盤サービス

供給・調整・文化的サービスの基盤となる
サービス
光合成による酸素の生成、土壌形成、
水や栄養の循環等

●生態系サービスとは、人類が生態系から得られる恵みのこと。
●私たちの暮らし・経済・産業は、生態系サービスに支えられている。

9
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生物多様性の恵み：生物模倣

●生物模倣（バイオミミクリー、バイオミメティックス）とは、
生物が有する機能を観察し、新しい技術・製品を開発すること。

●生物模倣も生物多様性の恵みのひとつである。

トンボの羽の凹凸を、
室内機のファンに応用し、
送風効率を向上。

資料提供：シャープ株式会社

イヌワシの翼の先
端の形状を、室外
機のファンに応用
し、効率的な送風
を実現。

アホウドリの翼の
形を室外機ファン
の先端部分に応
用し、効率的な送
風を実現。



3兆7,000億USドル：森林減少の防止で軽減する自然災害被害額

500億USドル：魚の乱獲による経済的な損失

300億～1,720億USドル：サンゴ礁の恵み

生態系サービスの経済価値の例

サンゴ礁は世界の大陸棚のわずか1.2％を占めているに過ぎないが、
海水魚の4分の1以上に当たる100万～300万の種がサンゴ礁に生息し
ているとされている。沿岸部や島しょで生活する約3,000万の人々は、
主な食料源や収入源のほとんどすべてをサンゴ礁に関連する資源に
依存している。こうしたことから、サンゴ礁が人間にもたらす便益は年間
300億USドル～1,720億USドルに達するとされている。

不十分な規制と強制力の弱い規制、高い補助金の存在によって、経済
的価値の高い水産資源が乱獲され、より持続可能な漁業が実施された
場合と比較すると、全世界で毎年500億USドルの減収とされている。

スターンレビューでも用いられたPAGEモデルと呼ばれるコンピュータシ
ミュレーションによると、2030年までに森林減少の速度を半減させること
により、3兆7,000億USドル超とされる気候変動に伴う自然災害による損
害が回避されるとされている。これは、全世界の温室効果ガス排出量
を1.5～2.7ギガトン／年減少させることに相当する。

出典：「価値ある自然」（環境省発行の生態系と生物多様性の経済学（TEEB）の報告書普及啓発用パンフレット） 11



種の絶滅速度

過 去 現 在

開発、気候変動、侵略種、乱獲、汚染などが生物多様性損失の原因開発、気候変動、侵略種、乱獲、汚染などが生物多様性損失の原因！
12

生物の絶滅速度は過去の100～1000倍

●人類は、自然に起きる絶
滅と比べて100～1000倍
もの速い速度での種の絶
滅をもたらしている。

●化石などに関する研究成
果から、多くの生物が同
時期に絶滅する「大絶滅」
が過去5回発生。

●現在の絶滅の状況はこれ
らをしのぐ規模で進行して
おり、人類が引き起こした
6回目の大絶滅と言われ
る。

引用：平成19年版 環境・循環型社会白書

注「過去」は化石記録から推算された平均的絶滅速度を示す。

出典：ミレニアム生態系評価報告書



生物多様性の4つの危機（日本）

開発など人間活動による危機
自然に対する働きかけの
縮小による危機

外来種など人間により
持ち込まれたものによる危機

地球温暖化や海洋酸性化など
地球環境の変化による危機

引用：環境省生物多様性ウェブサイト

ヤンバルクイナ（沖縄） ヒメサユリ（新潟 田代平） エゾジカの食害
（北海道 知床半島）

荒れた竹林

外来種のオオクチバス 外来種のアライグマ サンゴの白化現象（パラオ） 高山帯に生息するライチョウ
（富山 立山室堂）

第１の危機第１の危機第１の危機

「生物多様性国家戦略2012-2020」で示されている4つの危機

第2の危機第2の危機第2の危機

第3の危機第3の危機第3の危機 第4の危機第4の危機第4の危機

13



種の絶滅の危機（日本）

●4つの危機が原因となり、日本の野生動植物の約３割が絶滅の危機に瀕している。
●「いのち」と「暮らし」を支える生物多様性を私たちは、自らの手で危機的な状況に

陥らせている。

引用：環境省生物多様性ウェブサイト 14



生態系サービスの劣化による影響例

これらの生態系サービスの劣化は、地下水の枯渇や、大雨災害による
土砂崩れ等の形で、人間の暮らしに影響を与えることもある。

！

15

例えば、「森林」が荒廃することによって、以下のような生態系サービスが
損なわれるおそれがある。

供給サービス

水源涵養機能の劣化→地下水の枯渇

調整サービス

土壌侵食防止機能の低下→浸水の発生、
土砂崩れ

基盤サービス

二酸化炭素吸収能力の低下→地球温暖
化の進行、自然災害の頻発



生物多様性と人間社会

私たち人間社会は、生態系サービスと
それを支える生物多様性によって
成り立っており、
また影響を与えている。
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生物多様性に配慮した持続的な社会を目指して

今日の新聞のヘッドラインは「温暖化」だが
明日には「生態系」になっているだろう。

（WBCSD：The World Business Council for Sustainable Development
持続可能な発展のための世界経済人会議 ）
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経済がなくても環境は存在するが、
環境なしに経済は存在しえない

（TEEB：生態系と生物多様性の経済学）

環境収容力の範囲内で生活する。
元本に手をつけずに、利子のみで暮らす。
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国内外の動向



生物多様性国家戦略2012-2020

長期目標
生物多様性の維持・回復と持続可能な利用を通じて、わが国の
生物多様性の状態を現状以上に豊かなものとするとともに、
生態系サービスを将来にわたって享受できる自然共生社会を実現する。

短期目標

生物多様性の損失を止めるために、愛知目標の達成に向けた
わが国における国別目標の達成を目指し、効果的かつ緊急な行動を実践する。

100年先を見通した
自然共生社会における国土の目指す方向性やイメージを提示

1.生物多様性を社会に浸透させる
2.地域における人と自然の関係を見直し、再構築する
3.森・里・川・海のつながりを確保する
4.地球規模の視野を持って行動する
5.科学的基盤を強化し、政策に結びつける

目標

自然共生社会
における国土の
グランドデザイン

5つの
基本戦略

2020年度までの
重点施策

引用：環境省生物多様性ウェブサイト 19

愛知目標の達成に
向けたロードマップ

行動計画

・「13の国別目標」とその達成に向けた
「48の主要行動目標」
・国別目標の達成状況を把握するための
「81の指標」

・約700の具体的施策
・50の数値目標



国内外の動向
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国内外の動向
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国内外の動向
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国内外の動向
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国連生物多様性条約（CBD）

国連環境開発会議 (1992年､リオデジャネイロ)で､生物多様性条約を採択

条約の目的
1 生物の多様性の保全
2 生物多様性の構成要素の持続可能な利用
3 生物遺伝資源の利用から生ずる利益の公正で衡平な配分

持続可能な社会の重要な要
素のひとつとして「生物多様
性」を充分に配慮し、行動す
る必要がある。

COP10：
生物多様性条約
第10回締約国会議
(2010年、名古屋市)

COP10で合意された「愛知目標」

24※CBD：Convention on Biological Diversity



愛知目標：20の個別目標

25引用：にじゅうまるプロジェクト
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名古屋議定書

名古屋議定書
「遺伝資源の取得の機会(Access)及びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な
配分(Benefit-Sharing)に関する名古屋議定書」（以下、「議定書」）
※ABS: Access and Benefit-Sharing

名古屋議定書
「遺伝資源の取得の機会(Access)及びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な
配分(Benefit-Sharing)に関する名古屋議定書」（以下、「議定書」）
※ABS: Access and Benefit-Sharing

2010年10月 愛知県名古屋市で開催された
生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）で採択

●生物多様性条約で下記が規定されている。
・遺伝資源の保有国が主権的権利を有することを規定
・遺伝資源の利用から生じる利益の公正かつ衡平な配分を規定
・遺伝資源取得の際には、相手国からの事前同意の取得を規定

環境省資料をもとに作成

生物多様性条約の３つの目的
①生物の多様性の保全
②生物多様性の構成要素の持続可能な利用
③遺伝資源の利用から生ずる利益の公正で衡平な配分



地方公共団体の生物多様性地域戦略策定状況

27

●生物多様性保全活動には地域性を配慮することが重要。
●各都道府県、市町村、都市において、生物多様性地域戦略の策定が進んでいる。

35都道府県、14政令指定都市、48市区町村 合計97地区 （2015年3月末現在）

■都道府県（３５）
北海道、青森県、宮城県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、埼玉県、
千葉県、東京都、富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、愛知県、
三重県、滋賀県、大阪府、兵庫県、奈良県、岡山県、広島県、山口県、
徳島県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、
宮崎県、鹿児島県、沖縄県

■政令指定都市（１４）
札幌市、さいたま市、横浜市、川崎市、相模原市、新潟市、静岡市、
浜松市、名古屋市、京都市、堺市、神戸市、北九州市、福岡市

■市区町村（４８）
黒松内町・礼文町（北海道）、金ケ崎町（岩手県）、登米市（宮城県）、
東海村（茨城県）、小山市（栃木県）、市川市・野田市・柏市・流山市・
いすみ市（千葉県）、千代田区・港区・目黒区・大田区・豊島区・
葛飾区・府中市・町田市・稲城市・羽村市・あきる野市（東京都）、
厚木市（神奈川県）、佐渡市（新潟県）、魚津市（富山県）、
高山市（岐阜県）、岡崎市・豊田市（愛知県）、高島市（滋賀県）、
岸和田市・和泉市（大阪府）、明石市・西宮市・宝塚市・加西市・
篠山市・豊岡市・伊丹市（兵庫県）、倉敷市（岡山県）、
北広島町（広島県）、綾町（宮崎県）、鹿児島市・霧島市・
奄美市・大和村・宇検村・瀬戸内町・龍郷町（鹿児島県）
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持続可能な開発目標（SDGs）

SDGsのロゴは国際連合広報センターwebサイトよりダウンロード可能（http://www.unic.or.jp/）

持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）
2030年までに世界中の貧困と飢餓を終わらせ、不平等を是正し、地球環境の永続的
保全を確保するための開発目標。 17の大目標と169の小目標が設定されている。
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企業と生物多様性の関わり



事業活動と生物多様性の関わり

●事業活動は、ライフサイクルのそれぞれのステージにおいて生態系の恵みを
享受することで、成り立っている。
●事業活動は生物多様性に影響を与えている。

原材料調達 製造 物流 使用

生態系の恵み
自然エネルギー・
原材料（木材等）

生
態
系
サ
ー
ビ
ス

30

環境への影響
（温室効果ガス、
大気・土壌への

排出等）

回収・リサイ
クル・廃棄



事業活動が生物多様性に与える影響例

31

ライフサイクル
ステージ

原材料調達 製造 物流 使用 リサイクル・廃棄

生物多様性の減少、生態系サービスの劣化へ繋がる

化石燃料消費

土地改変

森林資源消費

鉱物資源消費 淡水利用

土地利用

排気

排水

リユース

焼却

リサイクル

埋立

環境負荷・
環境影響

鉱物資源消費

地球温暖化

樹木の伐採

地盤沈下 酸性雨 オゾン層破壊

大気汚染 有害化学物質 土壌汚染

振動/騒音 外来種侵入悪臭汚濁

生態毒性 富栄養化 河川や海洋の汚染

生態系の変化
生物多様性の影響

生物の絶滅

ヒートアイランド

海面上昇

森林の枯渇

砂漠化・乾燥化

樹木の減少

降雨量の変化

生態環境の変化

生息区域の変化

プランクトンの減少

在来種の減少

地下水の減少

海洋生物の減少

動物の移動

事業活動



生物多様性に関わるリスク

生物多様性の損失は、事業の継続・成長に大きなリスクとなる。

規制・法的責任リスク
・政府が講じる新たな規制、罰金、使用料の賦課
・生態系サービスを失うこととなった地域社会が起こす訴訟
・生物多様性に損害を与えた企業に対する修復責任の要求

オペレーションリスク
・生物多様性の損失により淡水や生物資源の調達が不安定化
・企業の日々の操業、業務プロセスに影響を与える

評判リスク
・商品のブランドイメージや企業イメージの悪化
・環境団体のキャンペーン標的、抗議運動の対象となる

！

！

！

※参考：NKSJ-RMレポート「企業における生物多用性リスクへの対応」 http://www.sjnk-rm.co.jp/publications/pdf/r45.pdf 32



生物多様性リスクへの対応

１．ビジネスの生物多様性・生態系サービスへの依存と影響を特定する

２．これらの依存と影響と関連するビジネスリスクとチャンスを評価する

３．生物多様性情報システムを開発し、賢い目標を設定し、成果を測定・評価し、
結果を報告する

４．生物多様性リスクを避け、最小化し、適切な場合は、同種の補填（オフセット） を
含めて緩和を行う

５．費用効果、新製品、新市場などの生物多様性に関して生じたビジネス機会を
掌握する

６．生物多様性に関するビジネス戦略・行動をより広い企業の社会的責任イニシアティブ
と統合する

７．生物多様性のガイダンスや政策を改善するため、ビジネスの同輩や政府、N G O 、
市民団体ステークホルダーと連携していく

（出典：The Economics of Ecosystems and Biodiversity,2010,
”The Economics of Ecosystems and Biodiversity Report for
Businesses:Executive Summary”に基づく。）

取組みを進める上での
7つの行動ポイント

33※参考：NKSJ-RMレポート「企業における生物多用性リスクへの対応」 http://www.sjnk-rm.co.jp/publications/pdf/r45.pdf



生物多様性リスクの回避事例

●半導体の生産には、大量の地下水（生
態系サービス）を利用しており、地下
水の枯渇を経営リスクととらえる。

● 2003年から地元の方や各種関係者と
協力して、毎年使用量を上回る地下
水涵養を実施。

ソニーセミコンダクタ（株） 熊本テクノロジーセンター 地下水への水涵養

●夏と秋の作付け前後の畑（転作田）や、
稲作時期以外の水田に、川から汲み
上げた水を張り、浸透させて地下水に
還元。

34



生物多様性に関わるビジネスチャンス

●原材料の購入や投資に関して生物多様性への影響を考慮した決定

評判リスクを回避／

消費者等の新たなニーズに応える企業として高評価を獲得

規制リスクに的確に対応できる／

政府の助言・支援、インセンティブを得られる

資源の枯渇、コストアップのリスクを回避／

事業の継続・発展を確保

●政府の生物多様性に関する政策対話等に積極的に関わる

●自然資源の利用について最適化に努め、依存度を下げる

生物多様性へ配慮した取組みは、企業にビジネスチャンスと事業の
将来的な継続・発展をもたらす可能性がある。

35※参考：NKSJ-RMレポート「企業における生物多用性リスクへの対応」 http://www.sjnk-rm.co.jp/publications/pdf/r45.pdf



生物多様性保全活動における配慮すべきポイント

36

猛禽類

樹木に生息する
小動物

土壌中の小動物

食物連鎖

生態系全体の
バランス、

物質循環を考える。

周辺地域の
生態系ネットワーク

を考慮する。

様々な動植物に
とって生息しやすい

環境を作る。

遺伝的に撹乱しない。

循環している



事業活動に期待される今後の取組み

●生物多様性保全のキーワード
：個性、つながり、バランス
・「生命のつながりとバランス」を考慮した

自然保護、保全が必要
・捕食関係や共生関係等の生物間ネット

ワークへの配慮が必要

●活動に関わるステークホルダーの変化
・個別対応⇒包括的な対応へ
・政府・自治体・企業・個人等、

それぞれの役割が求められる時代へ

●企業に求められていること
・社会貢献的な活動だけではなく、本業としての包括的な対応が求められて

いる。
・例えば、バリューチェーン、企業連携、ライフサイクル等、より広い範囲での

配慮等

37
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電機・電子業界の取組み



１．自然の恵みに感謝し、自然循環と事業活動との調和を志す

２．生物多様性の危機に対してグローバルな視点を持ち行動する

３．生物多様性に資する行動に自発的かつ着実に取り組む

４．資源循環型経営を推進する

５．生物多様性に学ぶ産業、暮らし、文化の創造を目指す

６．国内外の関係組織との連携、協力に努める

７．生物多様性を育む社会づくりに向け率先して行動する

経団連生物多様性宣言 （2009年）

産業界の動き

・産業界として、生物多様性の取組みを進める方針を宣言

・社会貢献活動だけでなく、企業の本業として取り組むことの必要性を明示

39



愛知目標と電機・電子業界の関連性

40



電機・電子業界の事業と生物多様性の関係性

41

企業活動の全てのプロセスで生物多様性保全活動が実施されている
ｴﾈﾙｷﾞｰ資源の供給等ｴﾈﾙｷﾞｰ資源の供給、再生可

能資源（水、木材等）の供給
生態模倣（イ
ンスピレー
ション）

供給
享受してい
る生態系
サービス

大気の浄化
廃棄物処理

大気の浄化大気・水・土壌の浄化大気の浄化
災害の防護

調節

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ等ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ文化的

マネジメントマネジメント
企業活動

社会
貢献

ｺﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

ﾘｻｲｸﾙ・
廃棄

使用販売輸送製品
製造

材料
調達

開発・
設計

土地
利用

植林などによる
供給、調整、社
会的ｻｰﾋﾞｽの
向上

生態系の維持
向上

生物多様性保
全団体への寄
付、助成

社会全体の生
物多様性保全
意識の向上（広
告、HP、展示
等）

教育啓発の実
施

地域連携による
生態系ﾈｯﾄﾜｰｸ
の構築

効率的な資源
回収

配慮製品の販
売拡大

お客様への情
報提供と啓発

輸送ルートを配
慮した業者選
定等

生態系サービ
スへの支払い
（水涵養）

グリーン調達ｶﾞ
ｲﾄﾞﾗｲﾝ等で取
引先を評価

認証材料の使
用

ｻﾌﾟﾗｲﾔｰとの連
携

生態系評価
回避・回復・代
償措置

生息地の
変化

生態系
への影
響低減

ﾘｻｲｸﾙ時の温
室効果ガス排
出削減

使用段階での
温室効果ガス
排出削減

お客様への情
報提供と啓発
提供する製品
の第三者評価

ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄの推
進

温室効果ガス
排出削減、再生
可能エネル
ギー拡大

ＬＣＡによる影
響評価
ﾊﾞｲｵﾐﾐｸﾘｰ循
環型資源の活
用

気候変動

水使用量の削
減

水の過度利用
抑制、資源の再
利用

過剰利用

侵入対策(バラ
スト水）

事業所緑地管
理
ｴｺﾛｼﾞｶﾙﾈｯﾄﾜｰ
ｸの構築

外来種

汚染物質の適
正処理

化学物質削減
製品販売

お客様への情
報提供

業者へ配慮要
請と啓発

化学物質の排
出抑制

サプライヤーへ
の要請、啓発

汚染低減に資
する設計汚染

利用縮小

企業方針・指針
との不整合

ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ
（SH）との関係
悪化

不法投棄で処
罰、不買運動

訴訟、不買運動訴訟、不買運動輸送コスト上昇、
訴訟、不買運動

大気、土壌汚染、
訴訟、不買運動

違法材料の使
用、調達コスト
の上昇

研究開発用資
源の使用がで
きない

地域摩擦、
訴訟、不買運動経営リスク

ﾈｯﾄﾜｰｸ形成に
よる基盤強化

SHとの関係良
化、ﾒﾃﾞｨｱによ
る広告効果

ﾘｻｲｸﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ
の拡大

配慮製品の拡
販、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞｲﾒｰ
ｼﾞ向上

配慮製品の拡
販、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞｲﾒｰ
ｼﾞ向上

輸送コスト削減、
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞｲﾒｰｼﾞ向
上

効率向上、製造
コスト削減

ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ強
化、調達コスト
削減

新たな市場創
出、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞｲﾒｰ
ｼﾞ向上

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞｲﾒｰｼﾞ向
上、地域の信頼チャンス

生態系への貢献 自然再生事業 環境整備事業 配慮製品・ｻｰﾋﾞｽ ITｿﾘｭｰｼｮﾝ事業 新ｴﾈﾙｷﾞｰ事業

＜抜粋版＞



関
連
す
る

愛
知
目
標

①普及啓発

生
態
系
へ
の
影
響
要
素

工場・事業所建設による生息・
生育地の変化（喪失・汚染等）

植栽など外来生物の利用に
よる地域生態系の攪乱

水域・大気・土壌への
化学物質の排出

生
態
系
へ
の

影
響
低
減
ア
ク
シ
ョ
ン

・事業所立地にお
ける環境アセスメン
トの実施

・建築前の生態系
への修復・回復・
復元・代償活動の
実施

・生物多様性に配慮した
管理（在来種の採用、
外来種の駆除、殺虫剤・
化学肥料の適正使用、
ビオトープ等）

・周辺地域と連携し
た管理（エコロジ
カルネットワーク
等）

社有地の放置、管理不足

⑤生息地の破壊

②各種計画への取り込み ④生産と消費

ライフサイクル別に見た
生態系への影響要素と低減アクション事業所の土地利用

③補助金・奨励措置

⑦農業・林業・養殖業 ⑧化学汚染 ⑨外来種

⑩環境変化に弱い生態系の保護 ⑪保護地域 ⑫種の保全 ⑭生態系サービス

⑮復元と気候変動対策 ⑰効果的・参加型戦略

42
⑲知識・技術の向上と普及



関
連
す
る

愛
知
目
標

研究開発・設計

生
態
系
へ
の
悪
影
響

水域・大気・土壌への
化学物質の排出

生
態
系
へ
の

影
響
低
減
ア
ク
シ
ョ
ン

生物由来材料の過剰利用

・LCAを用いた定量
的評価による生物
多様性への影響
評価

・製品への解体分別容
易化設計の促進
・循環型資源の利用
・資源使用量削減

・生物模倣

（バイオミミク
リー）を製品設計

・汚染物質の
利用低減に
つながる製品
設計

温室効果ガス排出による
気候変動

④生産と消費 ⑧化学汚染

⑯ABS ⑲知識・技術の向上と普及

ライフサイクル別に見た
生態系への影響要素と低減アクション

生
態
系
へ
の
影
響
要
素

生
物
多
様
性
の

有
効
利
用
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関
連
す
る

愛
知
目
標

原材料調達

生
態
系
へ
の

影
響
低
減
ア
ク
シ
ョ
ン

鉱物資源採掘、木材資源
開発による生態系の破壊

・生物多様性保全
の視点を取り入れ
たグリーン調達

・FSC認証紙等生物
多様性に配慮した材
料の調達

・サプライヤーと連
携したものづくり
（廃棄物、CO2、
化学物質削減）

・問題のある採掘場
からの産出物の利
用状況の把握・削
減・中止

サプライヤーでの水域・大気・
土壌への化学物質の排出

生物由来材料の過剰利用

温室効果ガス排出による
気候変動

①普及啓発 ④生産と消費 ⑤生息地の破壊 ⑦農業・林業・養殖業

⑧化学汚染 ⑨外来種 ⑩環境変化に弱い生態系の保護

⑫種の保全 ⑭生態系サービス ⑯ABS

ライフサイクル別に見た
生態系への影響要素と低減アクション

生
態
系
へ
の
影
響
要
素
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関
連
す
る

愛
知
目
標

生
態
系
へ
の
悪
影
響

生
態
系
へ
の

影
響
低
減
ア
ク
シ
ョ
ン

鉱物資源採掘、木材資源
開発による生態系の破壊

・PES（生態系サー
ビスに対する支払
い）の実施（水涵養
等）

・光害に配慮した照明、
廃棄物・化学物質の
排出抑制、排水の適
正処理（水温管理、バ
イオアッセイ等）

・製造段階におけ
る省エネ・温室効
果ガス排出削減と
クリーンエネル
ギーの利用拡大

・水資源の過度な利
用の抑制
・循環型資源の利用、
資源の再利用・適正
処理

製品製造

騒音、振動、
光による影響

自社での水域・大気・土壌
への化学物質の排出

①普及啓発 ③補助金・奨励措置 ④生産と消費

⑤生息地の破壊 ⑥過剰漁獲 ⑦農業・林業・養殖業 ⑧化学汚染

⑩環境変化に弱い生態系の保護 ⑭生態系サービス

温室効果ガス排出による
気候変動

ライフサイクル別に見た
生態系への影響要素と低減アクション

生
態
系
へ
の
影
響
要
素
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関
連
す
る

愛
知
目
標

生
態
系
へ
の

影
響
低
減
ア
ク
シ
ョ
ン

温室効果ガス排出による
気候変動

・生物多様性に配慮し
た輸送ルート、輸送委
託業者の選定
・輸送業者への配慮要
請、啓発

・温室効果ガス排出量の
少ない輸送形態の選択
・モーダルシフトの推進

・バラスト水を適正処理
している船舶の利用
・外来種の侵入対策

梱包・輸送

大気・土壌・水域への
化学物質（SOx、NＯx等）

の排出

バラスト水や貨物混入
による生態系撹乱（外来種）

①普及啓発 ④生産と消費 ⑤生息地の破壊

⑧化学汚染 ⑨外来種

ライフサイクル別に見た
生態系への影響要素と低減アクション

生
態
系
へ
の
影
響
要
素

騒音、振動、光による影響
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関
連
す
る

愛
知
目
標

生
態
系
へ
の

影
響
低
減
ア
ク
シ
ョ
ン

お客様先での温室効果ガス
排出による気候変動

お客様先での施設建設時
の生息地の変化

・お客様が製品を生物多様
性に配慮して使うための情
報提供、啓発

・提供する製品の第三者
評価（生物多様性配慮）

お客様先での生態系
汚染

販売

お客様先での資源の
過剰利用（水、生物

由来材料など）

①普及啓発

④生産と消費

ライフサイクル別に見た
生態系への影響要素と低減アクション

生
態
系
へ
の
影
響
要
素
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関
連
す
る

愛
知
目
標

お客様先での水域・大気・
土壌への化学物質の排出

生
態
系
へ
の

影
響
低
減
ア
ク
シ
ョ
ン

温室効果ガス排出による
気候変動

・生物多様性に配
慮した製品の拡販

・使用段階におけ
る省エネ・温室効
果ガス排出削減

・使用段階における
水使用量削減

・提供する製品に
含有する化学物質
の削減

使用

水資源の過剰利用

④生産と消費 ⑥過剰漁獲

⑦農業・林業・養殖業 ⑧化学汚染 ⑭生態系サービス

ライフサイクル別に見た
生態系への影響要素と低減アクション

生
態
系
へ
の
影
響
要
素
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⑤生息地の破壊



関
連
す
る

愛
知
目
標

埋立処分による
土地利用

生
態
系
へ
の

影
響
低
減
ア
ク
シ
ョ
ン

温室効果ガス排出による
気候変動

・使用済み製品の
回収・ リサイクルに
よる効率的な資源
回収

・リユース・リサイ
クル技術の向上

・リサイクルプラント
における省エネ・温
室効果ガス排出削
減

・リサイクルプラン
トにおける汚染物
質の適正処理

回収・リサイクル・廃棄

水域・大気・土壌への
化学物質の排出

④生産と消費 ⑤生息地の破壊 ⑧化学汚染

ライフサイクル別に見た
生態系への影響要素と低減アクション

生
態
系
へ
の
影
響
要
素

回収・リサイクル活動の停
滞による新規資源採掘の
拡大
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生物多様性に配慮した緑地管理事例

エスペック（株）神戸R&Dセンター

三菱電機（株）パワーデバイス製作所

・構内を南北に横切る小川は古
くからメダカ等水生生物を育む。
水量確保のため水源として必
要な工場冷却水を、法の基準
より厳しい水質管理のもと放流。

ソニーセミコンダクタ（株） 大分テック「ソニー潮の香公園」

・森の中には樹齢100年を超える樹木も多
く、貴重な自然環境を保全
・緑化にかかわる「内閣総理大臣賞」を受
賞し、SEGES最高位のSuperlative Stage
の認定、及び「生物多様性につながる企
業のみどり100選」、に選ばれている
・サイトに面した砂浜でウミガメの保護活
動を実施

（株）日立製作所 水戸事業所

・自生する約9,000本の松を
事業所創設時の森の姿に
近いかたちで維持

・松を中心とした緑地形成に
より、近隣の沼地や河川敷
に生息する動植物の地域
生態系の形成・維持に貢献

パナソニック(株)アプライアンス社 草津拠点

・地域の自然、エコロジカル
ネットワークに配慮

・植物338種、哺乳類8種、
鳥類35種、昆虫類177種
を確認

日本電気（株） 我孫子事業場

・事業所敷地内の池の周
囲には、絶滅危惧種「オ
オモノサシトンボ」が生息
・保護のため、ビオトープ
を作り、池のひとつを干し、
外来魚を駆除

富士通（株） 川崎工場

・「簡単HEP」を用いた事業所敷地の評価
①事業所の社員、地域ステーク

ホルダー参加型で計画、評価
②周辺緑地を含めた ネットワーク

を評価し、地域生態系との連続性
を考慮した対策につなげる

（株）東芝 横浜事業所

・工場からの排水処理
水の放流路に「ラグー
ン」と呼んでいる池
（100m×100m）をつくり、
多様な生息空間を確保
・絶滅危惧種のキイトト
ンボやキンランなどの
希少な植物も生息

※出典：田中章（2006） ＨＥＰ入門 ―〈ハビ
タット評価手続き〉マニュアル

（株）明電舎 本社

・都市に本物の森を創り出す
・近隣企業と合同で自然観察会を開催
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・2001年～従業員の手で
30000本の植樹を実施

・土地本来の植生を活かし
た森と自然植生の構成種
による緑地づくりと管理を
実施



電機・電子 4団体 生物多様性WG 「生物多様性 取組み事例集」

生物多様性保全活動 事例集

●JEMA ウェブサイトで公開（http://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/biodiversity.html）
●ライフサイクルステージ毎の生物多様性への影響と施策をまとめた関係性マップを収録
●電機・電子企業の具体的な施策事例を収録

51



5252

電機・電子業界生物多様性保全行動指針

日本電機工業会ウェブサイトに掲載
http://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/biodiversity.html

愛知目標20項目の中から電機・電子業界との関連が高く積極的
に推進する項目として、愛知目標1、4、5、8、9、11、14、19
の8項目を抽出するとともに、それぞれの目標に対して会員企業が
貢献していくための方向性をまとめた



行動指針愛知目標
生物多様性を保全することの重要性が広く認知されるように、従業員への生物多様性に関する教育を積極
的に推進する。また、取組み状況の情報発信やステークホルダーとの連携を通して、社会の意識向上に貢献
する。

目標①
【普及啓発】

持続可能な生産及び消費の実現に向け、各ライフサイクルステージにおいて、自社の生産活動やサプライ
チェーンも含めて以下の活動を積極的に推進する。
■低炭素社会実行計画に則した取組みの推進
・生産プロセスにおけるCO2排出抑制の継続的取組み
・低炭素社会の実現に資する製品・サービスの供給
■環境自主行動計画（循環型社会形成編）に則した取組みの推進
・廃棄物最終処分量の削減
・3R（リデュース・リユース・リサイクル）活動
■直接的に生物多様性保全に資する取組みの推進
・生物多様性に配慮した原材料調達など

目標④
【持続可能な生産と消費】

生息地の保護ならびにその劣化と分断を低減するために、生物多様性に配慮した事業所の緑地管理や社会
貢献活動、周辺地域における生態系ネットワークの構築などを積極的に推進する。

目標⑤
【生息地破壊の抑止】

生態系や生物多様性にとって有害な汚染を防止するため、グローバル視点で化学物質の適正管理に努め、
生態系への悪影響を積極的に抑制する。

目標⑧
【汚染の抑制】

侵略的外来種による影響を防除するため、主に製品の輸送時や事業所の緑地管理、社会貢献活動などに
おいて、侵略的外来種の駆除や侵入の防止、ならびに意識啓発を積極的に推進する。

目標⑨
【外来種】

生物多様性にとって重要な保護地域の面積拡大のため、社有地や事業所における保護地域に資する生物
多様性に配慮した緑地管理や、社外の保護地域における保全活動を積極的に推進する。

目標⑪
【保護地域】

生態系サービスが持続可能な形で利用できるように、生態系の保全・回復活動を積極的に推進する。目標⑭
【生態系サービス】

生物多様性に関する知識、科学的基盤、及び技術の向上を目指し、情報通信技術を使ったモニタリング技
術の開発と普及、生物多様性モニタリングによるデータ蓄積などを積極的に推進する。

目標⑲
【知識・技術の向上と普及】 5353

行動指針一覧



おわりに
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私たちの暮らしを支える生物多様性を
次世代に引き継ぎ、事業を将来に渡って

継続するために、できるところから取組みを
はじめてみましょう。

Let’s start biodiversity action！
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URL （2014年3月現在）概要サイト名・資料名団体名

http://www.biodic.go.jp/biodiversit
y/about/about.html

生物多様性全般や生物多様性国家戦略
等を紹介。

みんなで学ぶ、みんなで守
る生物多様性

環境省

http://www.biodic.go.jp/biodiversit
y/about/library/TEEB_pamphlet.ht
ml

TEEB（生態系と生物多様性の経済学）報
告書の概要を解説したパンフレット。

TEEB報告書普及啓発用パ
ンフレット「価値ある自然」

環境省

http://www.biodic.go.jp/biodiversit
y/activity/policy/valuation/index.
html

生物多様性と生態系サービスの経済価値
の評価などを紹介

自然の恵みの価値を計る環境省

http://www.env.go.jp/policy/haku
syo/

環境省が、地球環境に関する問題と、そ
れをとりまく経済活動の状況等をまとめた
報告書。

環境白書環境省

http://www.env.go.jp/nature/biodi
c/gl_participation/index.html

環境省が策定した、企業の自主的な活動
の指針となる生物多様性企業活動ガイド
ライン。

生物多様性民間参画ガイド
ライン

環境省

http://bd20.jp/愛知目標の実現支援を目指すプロジェクト。にじゅうまるプロジェクト国際自然保護連合
日本委員会

http://www.keidanren.or.jp/japane
se/policy/2009/026.html

経団連が、企業の立場から、生物多様性
保全に積極的に取り組んで行くために示
した宣言、行動指針とその手引き。

経団連 生物多様性宣言、
行動指針とその手引き

一般社団法人
日本経済団体連合
会

http://www.sjnk-
rm.co.jp/publications/pdf/r45.pdf

生物多様性リスクの事例を紹介しているレ
ポート。

NKSJ-RMレポートIssue45,
「企業における生物多様性
リスクへの対応」

NKSJリスクマネジメ
ント株式会社

http://www.jema-
net.or.jp/Japanese/env/biodiversi
ty.html

活動事例を電機電子関連の事業と関連づ
けて整理した報告書。

生物多様性取組み事例集電機・電子4団体
生物多様性WG
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2016年3月現在電機・電子4団体 生物多様性WG

＜お問い合わせ先＞
一般社団法人 日本電機工業会 環境部

TEL ： 03-3556-5883

WG参加企業

事務局

一般社団法人日本電機工業会（JEMA）

一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会（CIAJ）

一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）

一般社団法人ﾋﾞｼﾞﾈｽ機械・情報ｼｽﾃﾑ産業協会（JBMIA）

株式会社日立製作所

株式会社明電舎

エスペック株式会社

パナソニック株式会社

株式会社ニコン

株式会社安川電機

ソニー株式会社

株式会社東芝

日本電気株式会社

富士通株式会社

三菱電機株式会社


